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1.整備計画策定の背景 

 
 (１)  開発の動向 

本町の野中地区における開発動向は、近年分譲住宅や共同住宅の建設により、従来から

ある地区の外観を一変させてきている。これらの地区内で開発に基づく処理件数は平成４

年度から平成９年度１月現在で建築予定を含めて共同住宅５０戸、分譲住宅１５０戸であ

り、開発に供せられた土地の面積は約５ヘクタールに達し、ほとんどが農地の開発行為と

なっている。このため、今後も県道沿いと既存宅地間に介在している農振白地農地の開発

が、これまでの推移から、順次波及していくものと推定される。 
 
 (２)  開発手続きの現状と課題 

地区内における開発の手続きの現状は、面積の規模や内容に応じて基本的に次のとおり

の手順となっている。本町では昭和５８年に町内全域について都市計画法での都市計画区

域指定を行い、本地区は未線引き都市計画区域として 3,000㎡以上の開発には同法の許可
基準に基づく知事許可を要し、また、開発での建築物はもちろんのこと個人の建築物にも

同法と建築基準法との関連性から、種々の規定の適用を受ける。また、町では昭和５６年

度に開発指導要綱を制定し、開発面積 500㎡以上、又は、それ以下であっても３戸、また
は３区画以上の開発行為においては適正な開発の執行のための行政指導を行なってきた。 
しかし、これら開発行為は開発事業者が計画する当該土地利用計画が、ややもすると事

業採算性に重きをおくことから、周辺環境との調整課題がミクロ的視野になり、開発を取

り巻く利害関係人の調整が主眼となって、その結果、造成工事等の着工の段階に至って、

初めて地区住民が開発の内容を知ることができ、場合によっては、環境問題等との事例が

最近町内で惹起していた。 
また、本地区では都市計画法上での用途地域設定がなされていないことから地区内にほ

とんどの建築物が進出可能であること。また、建築物によっては、地域環境を著しく損な

う可能性がある。さらに、本地区は、まだ開発可能な区域がかなり残っており、篠山町の

市街地に近接する地域性等もあり様々な用途の建築物の進出が可能となっている。これら

の状況から、地区にとって、開発の進展がもたらす影響性については、ことのほか地区住

民の最大の関心事となっていた。 
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２.整備計画策定の取り組み 

 

丹波地域では、昭和６３年（１９８８年）４月１６日から同年１１月９日まで「ホロン

ピア’８８北摂丹波の祭典」が開催され、丹南町では「ひょうご食と緑の博覧会」が同期

間内の９月２３日から１１月９日の４５日間、本町内の網掛地区の四季の森公園において

開催されている。この祭典の開催を契機として丹波地域住民は「今後の丹波の地域づくり、

まちづくりはどのような方向が望ましいか」の課題に緑の森を基軸とする住民主体の地域

づくりを柱とする「丹波の森構想」の樹立を図り、この構想における具体的理念として次

の３点を指標としている。 
              『自然と共に生きる地域社会』 
                      『潤いとやすらぎのある地域社会』 

                          『活力あるひらかれた地域社会』 

この理念を野中地区の里づくり計画策定事業では、今後のあるべき集落の構想の基本コ

ンセプトとした。 
また、この理念を基軸に制定された「緑豊かな地域環境の形成に関する条例」（以下「県

緑条例」という。）の目的である「適正な土地利用の推進、森林及び緑地の保全、緑化の

推進並びに優れた景観の形成を図ることにより、緑豊かな地域環境を形成し、もって自然

環境と調和した潤いある地域社会の実現に資する」は地区のあるべき姿、めざすべき集落

像として位置づけができる。 
そして、本町では、この目標を達成するための措置として、県緑条例第３１条に規定す

る整備計画の内容である土地利用、緑化、景観形成の各事項等について、平成９年４月１

日から「丹南町緑豊かなまちづくり条例」を施行し、新規に「里づくり計画制度」を導入

して、地区住民の合意形成のうえで現行の法令上の制限と整合する内容において策定でき

る地域計画制度を導入した。 
野中地区においては、現在の開発の進展は地区の永い歴史上、かつてない重要なターニ

ングポイント（節目）として地区住民には認識され、町の里づくり計画をベースとした整

備計画策定の合意形成を図られてきた。これにより、今後将来にわたって様々な方々が生

活され、時代が変わっても、先人の集落づくりへの熱い思いを代々継承されることに期待

されている。 
なお、本町では、この取り組みが町内の各地区で広く実施され、本地区の取り組みを先

例として、各地区の特性や独自性を発揮した緑豊かな集落づくりの展開の取り組みの輪が

広がるよう今後とも一層の啓発推進に取り組むものである。 
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３.整備計画策定の推進方策 

 
(１) 里づくり計画制度の活用 

ここでは、整備計画策定の推進方策についてふれてみる。本町は、平成９年４月１日か

ら「丹南町緑豊かなまちづくり条例」を施行している。この条例のあらましは、開発の定

義づけ、事前公開制度等の開発手続きを規定するとともに、「里づくり計画制度」を組み

入れることにより、単体の開発行為を当該地域の住民合意で策定された里づくり計画上で

の土地利用や景観形成に関する取り決めに照らして、当該地域の里づくり構想に適合する

開発内容の実現の誘導を図るものである｡整備計画策定にあたっては、この里づくり計画

制度をベースとした。この里づくり計画は、これまでの行政主導による計画づくりと異な

り、地域住民が主体者となって策定するものである。そのため町条例により推進母体とし

て、まず「里づくり協議会」の設立、さらには、当該地域での活動区域を決めていただき、

土地利用計画をはじめ、形態制限等の事項を取り決めるものである。また町条例の里づく

り計画で登載する事項は、県緑条例の「整備計画制度」の内容をベースとして構成してい

るので、本整備計画は、結果として里づくり計画としての町条例上の効力と、「計画整備

地区」としての県緑条例上の整備計画の効力を具備する位置づけとなる。 
 

(２) 里づくり協議会の設立について 

本計画づくりの推進母体である「野中地区里づくり協議会」は、平成９年１２月２３日

に野中公民館において午後１時３０分から、総会員１１９名のうち実出席者４０名と委任

状出席者５３名の計９３名の出席をもって開催された。 
同総会では、まず自治会長から本会の設立趣旨の再確認と本日に至った経過の報告がな

され、引き続き協議会規約（案）の承認、役員（案）の承認、同会役員会への「里づくり

計画」（案）づくりの委任行為の承認についての３議案を上程され、満場一致をもって可

決成立された。 
この設立総会では、２つの専門部会、「土地利用部会」と「景観部会」が設けられ、里

づくり計画案づくりの具体的な取り組みが開始された。 
 

(３) 現状把握のために 

協議会では、まず地区住民を対象としたアンケート調査が実施され、身近な住まいの状

況把握を始め開発の在り方、地域の生活環境や今後の具体的な集落づくり等について 17
設問にわたる選択方式と意見や要望事項については記入方式より、平成１０年１月１２日

から同月２０日まで実施された。 
その結果、標本数 135に対して 86.7％にあたる 117の回答が寄せられている。詳細に
ついては巻末の添付資料のとおりであるが、概評について以下に列挙しておく。 

 
① 現在の居住環境など 
・近所との交流や周辺緑地 
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「満足」、または「どちらかといえば満足」が約７０％。  
・買物、防犯状況、子供の教育、医療サ－ビス、交通の便 
「不満」が設問により 20～60％に達しているが、総じては、「満足」「不満足」
の割合は半々程度であり、利便性の面において、従前の都市部での生活との対比

が多少反映していると解している。 
・街並の美しさ 
約 40％以上が「ほぼ満足」 

・街路樹や公園、学校を含む地区の緑の量 
約 40％が「満足」している。 

 
② 暮らし全般での満足度  

約 50％が「満足」となっている。 
 

③ 野中の魅力、誇れるもの  
①自然の豊かさ ②黒大豆、山の芋等の農産物 ③自然と織りなす良好な地域

環境の順となっている。 
 

④ 野中の将来構想 

約 38％の住民が、「住民が自然と親しみながら生活できる地域」を望んでいる。 
 

⑤ 野中の発展に特に必要なこと  
商業施設、文化施設、医療施設などの生活の利便性を高める施設の誘致とする

項目が 36％で群をぬいている。 
 

⑥ 開発をどのように思うか 

ある程度開発は行う必要があり、その内容は豊かな自然を損なわないよう、自

然との調和に十分配慮して計画的に行うべきであるとする回答が過半数となって

いる。また開発の誘導については、それぞれの場所にふさわしい開発として、緑

地の確保や造成方法の基準の必要性を最も望まれている。 
 

⑦ 地域環境の良さを守るために 

行政と連携した土地利用や開発のルールづくりと、住民自らの緑化推進の取り

組みをあげている。 
 

⑧ 農地所有者の土地利用の思い 

「条件次第で売る」と「手放さない」が半々である。 
また農業経営規模は現状規模の維持で農業をしない場合も「資産として持ちたい」、

「利用や処分したい」であり、今後の土地利用計画の必要性が求められると理解

できる。 
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⑨ 野中に住み続けたいかどうか 

「住み続けたい」が約 64％であり「住み続けたくない」が約 4％である。 
「どちらともいえない」、「わからない」、「無回答」が約３２％を占めている 

 

 

４.名称及び区域 

 
（１） この計画は「野中地区整備計画」と称する。 
（２） この計画の適用区域は次のとおりである。（別図Ⅰ、区域図参照） 
野中字寺前ノ坪 22-1を起点として、大字界、篠山川、字六田ノ坪 325-1、325-3、尾根
川、字風呂ノ上坪 536、尾根川、字天神ノ坪 618、字辻佛ノ坪 599、町道池上杉旧県道線
で囲む区域。 

（３） 区域の面積は、約 52ヘクタ－ルとする。 
 
 
５.野中地区の概況 

 

１ 位 置 

本地区は、本町の最東部に位置し、北部に町内の北集落と篠山川を隔てて一部に篠山町、

西は谷山集落、東には篠山町、南に小枕集落に接する山林を有さない約６０ヘクタールの

平地部が地区（集落）をしめている。 
集落形成は、何代かにわたり地域に住まわれている既存農家住宅が地区内の南北を縦貫

する県道三田・篠山線の沿道と、この県道につなぎ、西側の東西に結ぶ町道に面して散在

している。 
 
２ 規 模 

また、この県道と交差する県道池上・杉線の沿道及び地区の北部には、近年、町内で最

も宅地開発が進んでいて、新旧の住民が混在する集落形成が進んでいる。地区の人口動態

は、平成５年末まで世帯数が６０戸前後であり人口は２２０～３０人で推移してきたが、

平成９年１２月末日では１６０世帯、４９５人の町内で最大規模の集落となっている。 
この要因として、平成５年頃から地区内では近隣の北集落と隣接する北部一帯及び県道

三田・篠山線の沿道の既存住宅間において、分譲住宅の開発が頻繁に行われ、阪神間から

の転入が主になっている。（巻末資料参照） 
 
３ 就業状況 

地区の就業状況は、既存農家が２７戸の平均耕作反別は７０アールであり、農業従事者

の高齢化に加え、機械化による経費の増大と低廉な収益性の農業での自立経営は、ごく少

数の高齢者の従事者にその姿勢が見受けられるものの、農業後継者が農業で生計を生み出
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す専業的、かつ多角的な経営のなされていない第２種兼業農家がほとんどである。このよ

うに農業を取り巻く厳しい時代背景を背負う農家の農地所有の思いは、生産基盤としての

位置づけから資産的保有や先祖伝来からの土地を守るだけの位置づけにシフトしてきた。 
かつて、冬場の灘への酒造出稼ぎ、春から秋にかけての実りの多い百姓生活の歴史は現

在ではほとんど見あたらない。現在の就業実態は郡内企業・事業所や三田や阪神間へのマ

イカーや電車利用の会社勤めが主流となり、農業後継者は、土・日曜日や休日を利用して

農業が続けられている。また、新たに生活をこの地で始められた方々は阪神間へのサラリ

ーマンがほとんどであり、住宅ローン等のため夫婦共働きの世帯が多い状況となっている。 
 
４ 地区を取り巻く生活環境 

① 居住環境 
居住環境について、交通の便や防犯環境の不十分さ、日常のショッピング、さらには文

化的環境の不十分さといった都市的機能の不便さを感じられている方々が平成１０年１

月に実施の地区住民全戸対象のアンケート調査結果から約半数を超えており、地区におい

ては現在コミュニティープラントの生活排水事業等の生活基盤整備の取り組みをされて

いる反面、特に交通の便ではＪＲ篠山口駅までのバス路線の開設等の要望もあり、都市に

おける生活と比較した利便性では多方面にわたる多くの課題が見受けられる。また、同ア

ンケート結果では、現在の住まいの周辺環境について、70％近くの方々が現状の田園風景
を残した緑溢れる住環境を望まれており、このことは地区内の開発事業に対して 90％を
超える方々が開発を最小限におさえるか、または自然との調和に十分配慮し、計画的に行

うべきであるという意向となっている。 
 
② 子どもを取り巻く環境                                               
近年の地区内の宅地開発の顕著な進展は、２年程前の調査によれば地区の年齢構成に変

化をもたらしはじめ、高齢化率は 10数％で町の 18％台を下回り、15歳以下率は 22％で
あり、町の 17％台を上回る状況となっている。この傾向は現在ではさらにすすんできて
おり、子どもを取り巻く教育環境は子を持つ親の共通の話題であり、ＰＴＡを始め、地域

の課題である。 
小学校区は町立４小学校の一つである町立城南小学校区に属し、地区の児童は、家から

１キロ内外の同校へ交通量の多い県道三田・篠山線の徒歩での通学であることから交通・

防犯問題は親としての心配は尽きない。 
また地区の中学生徒は町内全域から集う町立丹南中学校へは西に約５キロ離れており、

地区の生徒は主に県道を利用した交通の頻繁な地区や人家の少ない区間、道路照明・防犯

灯が未整備な通学路の自転車通学のため、交通安全と防犯への関心度合いは地区児童と同

様である。 
一方、子どもを取り巻く地区の環境として、児童公園等の施設は地区の北部を中心とし

た近年の開発等で 100㎡に満たない小規模な公園が数箇所あるが、地区の子どもが伸び伸
びと遊ぶことのできる公園に規模等からなり得ていない。さらに、地区内には山や森林が

所在していないことや地区内での河川も改修されており、子どもたちの遊びの楽しみを共 
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有できる空間に乏しい現状にある。 

 
③ コミュニティ環境 
自治会の運営、地域の行事については、新旧混在集落形態であるものの、住民の参画状

況は比較的、協力的であり、近所との交流・つき合いも約 66％近くの方々が「どちらか
といえば満足以上」のアンケート結果となっている。 
これは子どもを中心に、子を持つ親の立場から、近所や学校との係わりが深まったり、

自治会活動や、日常的な近所づきあいを通して、コミュニティの輪が地区内に広がりつつ

あると理解される。これに比べ、年配者のコミュニティの形成があまり図られていない現

状も見受けられる。 
一方、地区の自治会運営やコミュニティ増進の拠点となるべき地区の集会所施設が、近

年の急増した世帯数に対応できない状況となっており、新たなコミュニティ増進の拠点整

備は地区の切実な課題の一つになっている。 
 
 
６.整備計画の内容 

 
本計画は、「将来あるべき集落構想」を前提に地区整備の重要な柱となる  ① 土地利
用等に関する事項、② 森林及び緑地に関する事項及び ③ 緑化に関する事項並びに 

④ 景観の形成に関する事項が主な内容となっている。なお、①については土地利用部会、

②、③、④については景観部会でそれぞれ協議検討が重ねられ、住民及び関係土地所有者

等権利者の合意の得られた内容となっている。 
また、本計画は「将来あるべき集落像」の基本コンセプトは普遍性を有するものの、土

地利用の動向は、この間に著しい経済事情の変更や公共事業等の社会資本整備、さらには

私的な必然性に基づく要請により計画変更を伴うことも想定されることから、おおむね５

年を目途として変更できるものとする。 
 
１ 土地利用等に関する事項 

土地利用の現状をふまえ、かつ地区の景観形成のために住民合意に基づく土地の利用計

画のゾーニングを行うことは、地区内での適正な開発の誘導と計画性のある集落形成に寄

与する。また、この土地利用計画に適合する建築物の範囲を特定し、建築物がもたらす周

辺空間の確保及び眺望等の確保の必要から、建ぺい率・容積率及び高さ制限や一定区域で

壁面後退線の設定を行う。以下、各項目の設定内容を示す。 
 
（１） 用途区分の設定  

「将来あるべき集落構想」の実現のために、まず開発誘導等により面的な整備や整然と

した地区形成・景観形成の導入部門となるべき区域内での土地利用の用途区分設定を行う

ことは肝要である。また、地区内の生活環境や営農環境、自然環境等と調和した秩序ある 
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機能区分は、地区住民に安心して、快適な生活空間をもたらしてくれるキャンパスの役割

を果たす。 
本計画では４種の区域を設定してゾーニングを行う。ここで４種の区域概念を明らかに

する。（別図Ⅱ、野中地区土地利用計画図参照） 
 

① 集落区域（設定面積≒20.1ｈａ）  

良好な生活環境の保全と創造を図る区域で、基本的には低層住宅を主とした建築物

の誘導を図りながら、居住環境の保全を図るべき区域。 
例えば、住宅を中心に、日常生活用品の販売店舗などの小規模な商業サービス施設

を含めて建築物が集団的に立地している区域及び生活関連施設・公共公益施設の効率

的整備や良好な生活環境の整備に配慮しながら、住宅等を計画的に立地させる区域で

あり、今後とも、周辺の環境と調和したゆとりある生活空間の保全に配慮するととも

に、生活の利便性、快適性を含めた良好な生活環境の創造を図る区域。 
 

② 農業区域（設定面積≒25.8ｈａ） 

 将来にわたって農業の振興を図るため、農振計画において農用地に指定している区

域で、営農環境の整備と保全及び活用を図るべき区域。 
 例えば、地域農業の振興に不可欠な農地、ため池及び用水路等の農業用施設と農家

住宅等が一体となって良好な営農環境を形成し、農村を特徴づける土地利用が行われ

ている区域であり、今後とも、農業を振興するとともに、環境保全の機能や農村景観

の形成に果たす維持、向上を目的に整備、保全及び活用を図る区域。 
 

③ 特定区域（設定面積≒4.7ｈａ）  

 農林業の用に供さない区域で、５年以内に良好な地域環境の創造を図りながら、基
本的に他の区域で行うことのできない土地利用を周辺地域と一体的に整備を図るべき

区域。 
 例えば、地域の営農環境や生活環境の保全に影響を及ぼす恐れのある資材置場、配
車置場、工場、又はレジャー施設等、基本的に他の用途区域で行うことができない土

地利用が行われている一団の区域及び周辺環境との調和に配慮しながら、これらを計

画的に誘導、立地を図る区域。 
 

④ 保全区域（設定面積≒1.4ｈａ） 

良好な地域環境及び営農環境、地域防災に配慮するとともに、基本的に良好な自然

環境の保全と育成を図るべき区域。 
例えば、農地や集落を取り巻く里山や河川を中心とし、良好な自然環境を形成する

区域であり、自然環境の有している国土保全、環境保全やレクリェーション及び学習

の場といった機能の維持、活用を目的に自然環境を整備、保全及び活用を図る区域。 
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（２） 建築物用途等の制限 

 

① 建ぺい率・容積率の制限  
野中地区内は、未線引き都市計画区域内の用途地域外であるため、都市計画法上での建

ぺい率・容積率は建ぺい率 70％、容積率は原則として、400％となっている。ただ、地区
内の現状をみてみると実体は建ぺい率 50～60％、容積率 100％前後の適用がほとんどで
ある。 
また地区内の宅地状況は、地区固有の伝統的な景観や自然環境に包まれており、ゾーン

的には、今後とも景観保存と周辺環境との調和が必要とされる ア．保全区域周辺の農家

住宅が散在する区域、 イ．県道三田・篠山線沿いの宅地開発による新住宅と既存住宅の

混在区域、 ウ．県道池上・杉線バイパス沿いの宅地開発区域の新住宅の集落区域と同バ

イパス沿い及び区域の南西角に位置する工場等の多様な開発がしめる特定区域に大別さ

れる。このため、いずれの区域においても、ゆったりとした空間創出と眺望確保のために、

一宅地規模を 180 ㎡以上、建ぺい率 60％、容積 200％を限度とし、建築物の景観形成に
与える影響度から集落区域では 10メートル以下、特定区域では、13メートル以下の高さ
制限を設けている。 

 
② 用途区域と建築物用途規制 

上記の土地利用用途区域により、それぞれにふさわしい周辺環境に配慮した建築物を誘

導する必要がある。このため用途区分ごとに誘導及び建築できる建築物一覧を定め、計画

的な集落環境形成をめざす。 
(別表Ⅰ 建築物の用途の一覧表参照) 

 
③ 壁面後退線の設定 

保全区域を中心とした周辺の住環境は、既存農家住宅が主であり、現在は特段の開発が

進展していない状況である。保全区域は本計画の上で最も自然景観に秀れ、地区の固有の

風景として、できれば未来に続く何世代にも保存しておきたいという調査結果から、保全

区域周辺では、建築物の壁面を指定路線の道路境界から２メートル控える。これにより、

周辺からの保全区域、保全区域からの周辺の眺望は、低層な住宅と整然とした壁面線の統

一は、ゆとりある空間が確保し、また、壁面後退の空地は、植栽等を施すことにより、緑

溢れ、心和ませる住まい環境を提供してくれる。 
(別図Ⅱ 壁面後退指定路線図参照) 
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2 森林及び緑地に関する事項 

区域内には、森林が所在しない。緑地については、県緑条例上は第３号区域のため 1,000
㎡以上の開発（建築物を伴う場合）については一定の緑地確保を義務づけられているが、

1,000 ㎡未満の開発や開発に該当しない個人住宅建築等、さらには、露天資材置場等の景
観形成に大きな影響性をもつ内容についても次の緑地基準に準じ努力目標とする。 

 
すべての区域の共通事項 

開発区域の面積 緑地の面積割合 備   考 

0.3ヘクタール 未満 20/100  0.1 ﾍｸﾀ-ﾙ以上は区域内周辺緑地幅 2.0m 
 画地間は民々境界から 1.0m 

0.3ヘクタール 以上 
1.0ヘクタール 未満 

20/100  周辺緑地幅 3.0m 
 画地間は民々境界から 1.0m 

1.0ヘクタール 以上 
5.0ヘクタール 未満 

20/100  周辺緑地幅 4.0m 
 画地間は民々境界から 1.0m 

5.0ヘクタール 以上 30/100  周辺緑地幅 4.0m 
 画地間は民々境界から 1.0m 

 
3 緑化に関する事項 

地区内の緑化推進を図り、地区住民が潤いと安らぎを共感できる地域環境を創出するた

め、計画整備地区 52 ﾍｸﾀｰﾙを地区全体の庭園のフィールドに位置づけ、地区を木や花の植
栽で四季を彩る。この住民のコミュニティ増進の効果も期待できる緑化推進は、既植の河

川沿いの桜堤を含み、アンケート調査結果から「地区の木」を梅、「地区の花」を紫陽

花とする。地区住民及び開発事業者は、次の取り組みを推進する。 

  
（１）地区の緑化修景づくり推進活動 

「梅ロード」、「紫陽花ロード」、「桜ロード」のネーミングで地区内の町道の路線指

定を行い、道路法面等の活用による住民主体の植栽計画を策定し、植栽及び維持管理を年

次計画に基づき住民運動として推進する。 
 
（２）「梅ロ－ド」、「紫陽花ロ－ド」及び「桜ロード」事業計画 

愛 称 名 植栽箇所 距 離(m) 本 数(本） 町道路線名 

梅ロ－ド 別図①のとおり 
 〃② 〃 

380 
450 

     96 
    113 

 谷山北才ノ坪 
 天神社南側則水路 

紫陽花ロ－ド 別図①のとおり 
   〃 ② 〃 
   〃 ③ 〃 

150 
120 
120 

51 
41 
41 

 篠山川桜づつみ公園 
 野中藤木ノ坪 
 農道 

桜ロ－ド 別図①のとおり 
 〃② 〃 

640 
520 

     81 
     66 

 小枕右岸管理堤防 
 小枕左岸管理堤防 

(注)植栽 梅：１本／４ｍ  紫陽花：１本／３ｍ 
桜：１本／８ｍ               (別図Ⅳ 植栽路線図参照) 
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（３）開発事業者の協力義務 
開発による緑地となる部分での植栽計画に「梅」及び「紫陽花」を適宜、組み入れる等

の配慮した植栽計画とする。 
 
4 景観の形成に関する事項 

建築物の設計指針              （別表Ⅱ、建築物設計指針参照） 

建築物の外観がもつ周辺環境への影響性から、良好な住環境の形成に資するために建築

部位別の基準を掲げる。建築物の用途別の設計指針を次のとおり定め、建築主及びその代

理人である建築士は、建築物の種別に応じた発注内容及び設計を行う。 
 
 (１)  住宅系建築物について 

住宅系の建築物は、人々の生活のなかで最も身近なものです。 
個々の住宅がバラバラで、好き勝手に表情を見せるのではなく、隣近所など周辺との調

和を図りつつ、入居者のもつ建築物への嗜好性を尊重するなかにも、アメニティー（快適

性）に富み、かつ既存住宅との景観上を配慮した内容が求められる。 
 
 (２)  商業・業務系建築物  

商業・業務系建築物は、人々の生活の最も活動的な面を支えるものであり、地区内外か

ら多数の来客が当地区に足を運ぶこととなる。 
このことから、その建築物は地区の特性を尊重しつつ、周辺環境との景観にマッチした

装いが必要となる｡ 
 
 (３)  工業系建築物 

工業系建築物は、これまでどちらかというと人々の生活から疎外されがちな存在であっ

た。地区の環境を構成する要素として、完全に外部と遮断するのではなく、適切な分離の

中で、周辺環境との融合を図ることが重要なこととになる。概して工業系建築物は立体物

の表面積のしめる割合が高いことから宅地内の周辺緑化や形や色彩等の意匠に特段の配

慮をする必要がある。 
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７.整備計画の達成を担保するための措置 

 
本計画に掲げる事項の達成のために、「丹南町緑豊かなまちづくり条例」第３条第４号

の開発定義に則り、同条例第７条第１項で許可を必要とする開発規模 500㎡以上の規定に
準拠し、それぞれ町へ届出を行うものとする。以下、地区住民と町行政との取り扱いの関

係は次のとおりとする。 
 
（１） 500 ㎡以上の開発事案の場合 

 

 地区の機能 

「丹南町緑豊かなまちづくり条例」第６条に基づき、開発事業者により説明会等の開催

がなされ、地区住民は開発内容を業者から知ることができる。これを受けた地区では、「野

中地区里づくり協議会役員会」や内容によっては専門部会に本計画の各事項についての調

整を委ねることとし、「将来あるべき集落構想」から著しく逸脱する案件は例外として、

これらの各事項による基本事項を業者との調整を図ることでより良いものを誘導するも

のとする。 
 

 町行政の機能 

地区で検討され、調整されてきた開発案件は、技術審査及び本計画内容を始め、その他

関係法令による指導及び調整を行い審査するものとする。これら地区の地元調整及び町行

政との調整を経て、町条例第１８条及び県緑条例第３４条に基づく届出書の受理を行う。 
また、緑地関係については県緑条例上の基準や手続きのため、概要の調整は地区での本

計画事項に基く調整に委ねるものの、町行政においては細部の調整指導と手続き指導を行

う。 
 
（２） 建築物を建築する場合 

建築物の建築については、建築確認申請が必要な場合、届出を県緑条例第３４条に基づ

き町に行うものとする。 
 
（３） 建本計画に対する違反者については、町条例の規定により、その者の氏名を公表する

ことができる。また、建築物についても同様とする。 
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別表Ⅰ 

建築物の用途の一覧表 

              区        域 

          用          途           

集落区域 特定区域 農業区域 保全区域 備考  

 専用住宅・農家住宅・共同住宅 

 下宿、店舗等併用住宅・事務所等兼用住宅 

○ ○ × 

農家住宅のみ

△ 

×  

 大学・高専・各種学校 × ○ × ×  

 スケート場・水泳場・ボーリング場 × ○ × ×  

 ホテル・旅館 × × × ×  

 自動車教習所 × ○ × ×  

 料理店・キャバレー・ダンスホール × × × ×  

 劇場・映画館等 × × × ×  

 マージャン店、パチンコ店 × × × ×  

 カラオケボックス × × × ×  

 物品販売店、飲食店等 （床面積 150㎡以下） ○ ○ × ×  

 事務所 （床面積 150㎡超え） × ○ × ×  

 病 院 ○ ○ × ×  

 倉庫業倉庫  1Fかつ、300㎡以下 × ○ × ×  
  2F以上かつ、300㎡超え × ○ × ×  
 自動車車庫  1Fかつ、300㎡以下 ○ ○ × ×  
  2F以上かつ、300㎡超え × ○ × ×  
  農作業所・農業用倉庫 ○ ○ △ ×  
  自動車修理工場 

 （150㎡以下） 

× ○ × ×  

 工場等  小規模工場（150㎡以下） ○ ○ × ×  
  中規模工場（150㎡超え） × ○ × ×  
  危険性大、環境悪化のお 

 それある工場 

× × × ×  

 建ぺい率 60％ 60％ 60％ ※  

 容 積 率 200％ 200％ 200％ ※  

 高さ制限 10m以下 13m以下 10m以下 ※  

 敷地の最小限度（戸建住宅） 180㎡以上 180㎡以上 180㎡以上 ※  

 前面道路からの壁面後退 路線指定 

あり 2m 

路線指定 

あり 2m 

路線指定 

あり 2m 

路線指定 

あり 2m 
 

 注：○は建築可能なもの  ×は建築不可能なもの  △は一定条件で建築可能なもの 
   保全区域では現用途の建替・増築のみ可能とする。（※形態制限は集落区域に準ずる） 
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別表Ⅱ 

項 目 別 基 準 

  項  目 住宅・商業・業務系 工業・流通系 

 

 

 

 

 

 

位置・規模 

・人々に親しまれている周辺の山や保全区

域への眺望の確保に努める。 

・分棟したり、雁行配置とするなど周辺景観 

 との調和を配慮した位置・規模とする。 

・壁面後退指定路線では、敷地境界線から 2 

 メートルのセットバック確保により、外壁 

 の連続性と植栽に配慮する。 

・周辺建築物と連続性のある高さ制限（集落 

 区域は 10メートル以下、特定区域は 13メ 

 ートル以下の建築とする。） 

・左記に同じ 

 

・左記に同じ 

 

・敷地規模により、2メートル以上のセ 

  ットバックによる緑地の敷地とする。 

 

・左記に同じ 

 

 

意  

壁  面 

・分節したり、雁行形とする等、周辺と調和 

 した意匠とすることに努める。 

・側面・背面の意匠にも配慮する。 

・左記に同じ 

 

  

壁面設備 

 

・給水管、ダクト等は、外壁面に露出させな 

 いよう設置する。 

・給水管、ダクト等は、外壁面に露出さ 

  せないよう設置する。やむを得ず外部に

露出する場合は、壁面と同色の仕上げを施

す等の措置を講ずる。 

 屋根・屋上 ・勾配屋根とし、塔屋を建築物の意匠と一体

的に考えるなどすっきりするよう努める。 

・左記に同じ 

 

 

匠 

 

 

屋上設備 

・壁面を立ち上げるか、又はルーバーなどの 

 適当な措置を講ずる。 

・壁面を立ち上げるか、又はルーバーな 

  どで適当な覆い措置を講ずるか、通り 

  から見えない場所に設置する。 

  

 

低層部 

 

・長大で無窓など単調な壁面を作らないよう 

 努める。 

・店舗、事務所等は通りの歩行者や車両の寄 

 りつきに配慮し、賑わい等の演出に努め 

 る。 

・長大で無窓など単調な壁面を作らない 

  よう努める。 

 

  

駐車場部 

 

・通りから自動車が見えにくい構造とし、周 

 辺と調和した入口意匠や外壁仕上げをする

など、景観に配慮する。 

・左記に同じ 
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意 

屋外階段 ・形態、材料、色彩によって建築との調和を 

 図る。 

・左記に同じ 

 

 

匠 

 

ベランダ等 

・建築物等との調和を図り、洗濯物等が通り

から直接見えにくい構造・意匠となるよう

努める。 

・形態、材料、色彩によって建築との調 

  和を図る。 

  

 

 材 料 

 

・住宅地、集落又はその周辺で、金属やガラ 

 スなどの光沢性のある素材を大きな面積で 

 用いる場合には、周辺景観との調和に配慮 

 する。 

・経年変化により見苦しくならない材料を選 

 択するよう配慮する。 

・左記に同じ 

 

 

 

 

色 

 

 

 

彩 

 

 

 

 

 

外 壁 

・基調となる色は、けばけばしくならないよ 

 うに努める。 

 その範囲は、マンセル色票系において概ね 

 次のとおりとする。 

 （1）R（赤）、YR（橙）系の色相を使用 

   する場合は、彩度 6以下 

 （2）Y（黄）系の色相を使用する場合は、 

   彩度 4以下 

 （3）その他の色相を使用する場合は、彩 

   度 2以下 

・左記に同じ 

 

 屋 根 ・基調となる色は、けばけばしくならないよ 

 う努める。 

・左記に同じ 

 

 

植栽等 

・敷地内（壁面後退区域含む）には、野中の 

 木である梅や野中の花であるアジサイを組 

 み入れ低、中、高木を適宜配慮することと 

 する。 

・左記に同じ ただし、工場立地法等そ

の他の法令により、緑化の基準が設け

られている事業所等に係わるものにつ

いては、適用しない。 

 

そ 

の 

他 

駐車場 ・位置、植栽、塀・門の意匠などに配慮する。 ・左記に同じ 

 



JR
福
知
山
線

R1
76
号
線

R3
72
号線

近畿自動車道敦賀線

丹南篠山口インタ―チェンジ

県道池上杉線

県
道
三
田
篠
山
線

県道大沢新篠山線

野中地区

N



N

S

N

S

別図Ⅰ　　　　　　　　　区　域　図



30m

30m

凡　　　例

区 域

集落区域

農業区域

特定区域

保全区域

60

200

60

200

60

200

建ぺい率

容積率

   S=1/5,000

N

S

別図Ⅱ　　　　　 　　　　土地利用計画図



　S=1/5,000

1.谷山北才ノ坪線  

2.野中藤木線  
3
.掘
ノ
内
西
タ
イ
元
線
  

4
.森
ノ
元
丸
山
線
 

5.池上杉旧県道線  

N

S

   S=1/5,000

N

S

別図Ⅲ　　　　　　 　　壁面後退指定路線図



   S=1/5,000

N

S

凡　　　例

梅　路　線

あじさい路線

　S=1/5,000

1.谷山北才ノ坪線

2.野中藤木線

4
.森
ノ
元
丸
山
線

3
.農
　
道

3.尾根川管理道

2
.天
神
社
南
側
水
路

1
.篠
山
川
桜
づ
つ
み
公
園
線

別図Ⅳ　　　　　　　 　　　植栽指定路線図



 

 

 

 

 

 

参 考 資 料 目 次 
 

 
 

 

 

 

    １．野中地区里づくり協議会規約 

 

    ２．野中地区里づくり協議会組織表  

 

    ３．里づくり計画策定経緯 

 

    ４．土地利用現況図(S55,H9) 

 

    ５．農振農用地区域図 

 

    ６．アンケート調査票 

 

    ７．アンケート調査結果 

 

 

 



野中地区里づくり協議会規約 
 

（名 称） 

第１条 本会は野中地区里づくり協議会（以下「協議会」という。）という。 

 

（区 域） 

第２条 協議会の活動区域は、次に掲げる地域とする。 

野中字寺前ノ坪 22－1 を起点として､大字界及び町道篠山川桜づつみ公園線の交点より字丸山ノ坪

127､字六田ノ坪354､325-5､325-3､325-2から尾根川左岸管理堤防､字風呂ノ上坪535､536-2､536-11､字

天神ノ坪 621､尾根川左岸管理堤防､字天神ノ坪 618､及び辻佛ノ坪 599 の見通し線から町道池上杉旧県

道線で囲む区域。 

 

（目 的） 

第３条 協議会は、住民等の主体的な参画と協力により、コミュニティの醸成を図りながら、地区内の良好

な地域環境を保全しつつ、潤いとゆとりのある地域社会の形成に努めることを目的とする。 

 

（事 業） 

第４条 協議会は、前条の目的を達成するため、地域のあるべき姿とそれを実現するための施策を表した里

づくり計画の策定と推進を図るものとする｡ 

 

（組 織） 

第５条 協議会は、次に掲げる者をもって組織する。 

    (1) 協議会の活動区域内に住所を有する者。 

(2) 協議会の活動区域の土地若しくは建築物等を所有する者又はその権利を有する者 

 

（役 員） 

第６条 協議会に次の役員を置く。 

     (1) 会 長  １ 名 

     (2) 副会長  若干名 

     (3) 委 員  ２０名以内 

     (4) 会 計  １ 名 

     (5) 監 事  ２ 名 

  ２ 役員は､会員の互選により定め､会長及び副会長は役員会において定める。 

  ３ 役員の任期は、２年とする。 

  ４ 役員の再任は妨げない。 

 

（職 務） 

第７条 会長は会務を総理し、協議会を代表する。 

２ 副会長は会長を補佐し、会長事故あるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ定めた者がその

職務を代行する。 

 

（会 議） 

第８条 協議会の会議は、会長が招集し、議長となる。 

 

（役員会） 

第９条 協議会の円滑、合理的な運営を図るため、協議会に諮る事項についてあらかじめ審議、検討する役員

会を置くものとする。 

 

（専門部会） 

第１０条 役員会には、必要に応じて専門部会を設けることができる。 

 

（経 費） 

第１１条 協議会の運営に関する費用は、会費、補助金及びその他の収入によって充てる。 

 

（会計年度） 



第１２条 協議会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

（補 則） 

第１３条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

１ 本会設立時における役員は、平成９年度末をもつて任期とする。 

２ この規約は、平成９年１２月２３日から施行する。 



野中地区里づくり協議会組織表

（平成９年12月23日～平成10年３月31日）

役員会

会 長 藤 田 孝 夫 監 事 安 達 久 雄 畑 中 真 智 子

副会長 田 中 政 和 副会長 近 藤 均 会 計 畑 中 弘

土地利用部会 景観部会

部会長 田 中 政 和 部会長 近 藤 均

加久田 照 子 野々村 政 利

大 西 克 彦 矢 倉 啓 三

大 西 信 令 荒 井 盛 幸

塚 本 逸 男 隅 水 隆

委 員 戸 出 裕 之 委 員 小 林 美 積

小 西 莊 一 中 尾 晃

小 西 隆 夫 柿 本 孝 之

藤 田 峰 男 戸 出 孝 夫

野中地区里づくり協議会会員



里づくり計画策定経緯里づくり計画策定経緯里づくり計画策定経緯

平成9年12月23日　里づくり協議会及び土地利用部会・景観部会の設立 

　　　　　　　　　（アドバイザー1名派遣）

12月28日　里づくり協議会役員会

平成10年　1月10日　里づくり協議会役員会

　1月12日～20日　住民意向調査（アンケート調査実施） 

　　　　　　　　

　1月25日　里づくり協議会役員会 

　　　　  　（アドバイザー1名派遣）

　1月31日　里づくり協議会景観部会 

       　　   　（アドバイザー1名派遣）

　2月　8日　里づくり協議会土地利用部会 

　　　　     

　2月14日　里づくり協議会景観部会 

                 

　2月20日　里づくり協議会土地利用部会 

　　　　　　　　　　

　2月28日　里づくり協議会役員会 

　　　　  　（アドバイザー1名派遣）　　　　　　

　3月　8日～10日　里づくり計画（案）縦覧 

                            

　3月14日　里づくり協議会役員会 

　　　　

　3月21日　里づくり計画承認
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野中地区里づくり計画アンケート調査票 

 

Ｑ1.あなたがお住まいの居住環境について現在の満足度（Ａ欄）、入居当時からの変化（Ｂ欄）及び前

住地との比較（Ｃ欄）について左の項目ごとのあてはまる番号に○印をつけてください。 

 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

15. 暮らし全般についての満足度

14. 周辺地域の田園風景

13. 交通の便

12. 当地区の緑の量

11. 街並みの美しさ

10. 文化的環境

9. 医療施設・医療サービスの程度

8. 公園や学校の緑

7. 子供の教育環境

6. 防犯の状況

5. 街路樹などの緑

4. 日常の買物などの便利さ 

3. 近所の生垣や庭木などの緑

2. 近所との交流・つき合い 

1. 住宅の広さ、快適さ
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入居 当時 
 と比べて 

 現在 の居 住環 境 
に ついて  

 Ａ欄  Ｂ欄  Ｃ欄 評　価       

項　目

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5

1 2 3 4 5 1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2 3 1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2 3

1 2 3

 
 

 

                                                          ※次のページへ移ってください 



 

Ｑ2. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ3. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ4. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ5. 

野中に数多くある魅力の中で、他の地域の人

に誇れるものはどのようなものですか。次の

中からあてはまるものを１つ選んでくださ

い。 

1.黒大豆、山の芋などの農林産物 

2.文化財、神社、仏閣、伝統行事など 

3.自然の豊かさ 

4.自然と人々の生活が織りなす良好な地域

  環境 

5.人情こまやかな土地柄 

6.その他（            ） 

7..特にない 

 

野中は将来どのような地域として発展して

いくのが望ましいと思いますか。あなたの考

えに近いものを次の中から１つ選んでくだ

さい。 

1.農業と他の産業とのバランスのとれた地

 域 

2.恵まれた自然など地域の特性を生かした

 都市部との交流が盛んな地域 

3.都市的な利便性を備えた快適な生活環境

 が整った地域 

4.住民が自然に親しみながら生活できる地

 域 

5.京阪神地域などのベッドタウン的な地域

6.その他（           ） 

7.わからない 

 

野中の発展のために、特に必要だと思うこと

を次の中から１つ選んでください。 

1.地域の自然や歴史、伝統を生かした集落

 づくり 

2.観光農業などのための施設の整備 

3.新しい産業や工場を誘致するための開発

4.新たな住宅地の開発 

5.商業施設、文化施設、医療施設などの生

 活の利便性を高める施設の誘致 

6.生活道路や下水道などの居住環境の整備

7.高速道路網を活用できるよう、主要な幹

 線道路網の整備 

8.その他（                      ） 

9.特にない 

 

野中において開発（農地を住宅地、工場、レ

クリエーション施設などとして整備するこ

と）を進めていくことについて、どのように

  

 

 

 

 

 

 

Ｑ6.

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ7.

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ8.

思いますか。あなたの考えに近いものを次の

中から１つ選んでください。 

1.積極的に開発を進める必要がある 

2.ある程度の開発は行う必要がある 

3.新たな開発を行う必要性はない 

4.わからない 

 

開発と豊かな自然との関係についてどのよ

うに思いますか。あなたの考えに近いものを

次の中から１つ選んでください。 

1.豊かな自然を守るため、開発は最小限に

  おさえるべきである 

2.豊かな自然を損なわないよう、開発する

  場合は自然との調和に十分配慮して計 

  画的に行うべきである 

3.開発によって自然はある程度損なわれて

 もしかたがない 

4.わからない 

 

野中の地域環境のよさを守るためには、どの

ような場所での開発について特に配慮する

必要があると思いますか。特に配慮が必要だ

と思うところを次の中から１つ選んでくだ

さい。 

1.農地 

2.既存集落内 

3.名所旧跡や神社、仏閣の周辺 

4..県道の周辺 

5.その他（           ） 

6.特にない 

 

野中における開発をどのようにして誘導し

ていったらよいと思いますか。あなたの考え

に近いものを次の中から１つ選んでくださ

い。 

1.全面的に開発を禁止し、町や野中が特に

 認めた開発だけを進める 

2.開発してもよいところと開発すべきでな

 いところをきめる 

3.それぞれの場所にふさわしい開発が行わ

 れるように緑地の確保や造成方法など開

 発の仕方の制限を行う 

4.住宅、工場、レクリエーション施設など、

 建物の種類別に建てられる場所を決める

5.建物の高さや色の制限を行う 

6.その他（           ） 

7.特に何もしなくてもよい 

 

   

    ※左の上へ移ってください                     ※次のページへ移ってください



   

Ｑ9. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ10. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ11. 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ12. 

野中の地域環境のよさを守るために、あなた

は何をしようと思いますか。あなたの考えに

近いものを次の中から１つ選んでください。

1.農地の保全に努める 

2.開発のためには土地を売らない 

3.町と一緒になって、土地利用や開発のル

 ールをつくる 

4.土地利用や開発のルールがあればそれに

 従う 

5.自然環境などの地域づくりの活動に参加

 する 

6.樹木や花を育てる 

7.その他（           ） 

8.何もしない  

 

まちのシンボルとして町木を桜、町花を茶の

花と決められています。野中の木や花を決め

てはとの意見がありますが、あなたはどう思

いますか。次の中から１つ選んでください。

1.を選ばれた方は具体的に（ ）にその種類

を記入してください。 

1.決める方がよい 

   （ 木───              ） 

   （ 花───              ） 

2.決めない方がよい  

3.わからない 

 

（農地を持っている方にお聞きします。)あ

なたの家では農地をどれぐらい持っていま

すか。次の中から１つ選んでください。 

1.30 ｱｰﾙ(3 反)未満 

2.30 ｱｰﾙ(3 反)以上～50 ｱｰﾙ(5 反)未満 

3.50 ｱｰﾙ(5 反)以上～100 ｱｰﾙ(1 町歩)未満 

4.100 ｱｰﾙ(1町歩)以上～200 ｱｰﾙ(2町歩)未満

5.200 ｱｰﾙ(2 町歩)以上 

 

（農地を持っている方にお聞きします。)あ

なたの農地に隣接して農地が開発されるこ

ととなった場合、あなたはどうしますか。あ

なたの考えに近いものを次の中から１つ選

んでください。 

1.条件があえば手放す 

2.売らずに貸す 

3.手放さない 

4.わからない 

 Ｑ13.

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ14.

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ15.

 

 

 

 

 

 

  

Ｑ16.

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ17.

(農地を持っている方にお聞きします。)あな

たは、持っている農地を５年以内にどのよう

にしたいと思いますか。あなたの考えに近い

ものを次の中から１つ選んでください。 

1.今のままで農業を続ける 

2.規模を拡大して農業を続ける 

3.自分や家族は農業はしないが、農地とし

 て持っている（農地として貸す場合も含

 む） 

4.農業以外の用途に利用する（農業以外の

 用途に利用するために売ったり貸したり

 する場合も含む） 

5.その他（                      ） 

6.わからない 

 

あなたは現在お住まいのところに何年（通算

年数）お住まいですか。次の中から１つ選ん

でください。 

1. 1 年未満 

2. 1 年以上～３年未満 

3. 3 年以上～５年未満 

4. 5 年以上～10 年未満 

5.１０年以上～２０年未満 

6.２０年以上 

 

あなたは現在お住まいのところに今後とも

住み続けたいですか。次の中から１つ選んで

ください。 

1.住み続けたい 

2.住み続けたいとは思わない 

3.どちらともいえない 

4.わからない 

 

あなたの世帯の生計を主として支えている

方の職業は何ですか。次の中から１つ選んで

ください。 

1.農林業 

2.自営業 

3.給与所得者 

4.その他 

5.無職 

 

あなたの性別、年齢をお答えください。 

(1)性別  1. 男   2. 女 

(2)年齢   1. 29 歳以下  2. 30 歳代 

          3. 40 歳代    4. 50 歳代 

          5. 60 歳代    6. 70 歳代 

          7. 80 歳以上   

 

 

      ※左の上へ移ってください                       ※次のページへ移ってください 



野中地区里づくり計画アンケート調査結果表 

 

地域の将来像や開発のあり方、あるいは居住環境などの項目について住民の意向を把握するため

住民意向調査を行った。調査の項目は、現在の居住環境、地域の魅力、地域の望ましい将来像、地

域開発のあり方、農地所有者の土地利用の意向等であり、野中地区の全 135 世帯を対象として実施

し、117 通（86.7％）の回答を得た。その概要は以下の通りである。 

 

Ⅰ．現在の居住環境についての満足度 

問１－１の住宅の広さや快適さでは全体の 70.9％が満足（どちらかといえば満足を加えて）と答

えている。また、近所の交流つき合いでは同様に 65.8％が満足と考えており、生垣や庭付、街路樹、

又地域全体としての緑の量では全体の 67.5％が満足と答えている。 

反面、医療施設、交通の便、防犯、街並みの美しさについては、全体の 48％が不満と答えており、

中でも、交通の便が不備とする回答は全体の 62.4％が不満と答えている。 

しかし、全体として周辺地域の田園風景については 69.2％が満足と答え、暮らし全般については

50.5％が満足と答えている。 

 

Ⅱ．野中の望ましい将来像等 

 １ 野中の魅力   

「野中にある魅力で他の地域に誇れるもの」（問２）では、「自然や景観」に、「人々の生活」

に結びついた。特にないとする回答も目立っている。 

 上位の回答率となった項目 

  第１位 自然の豊かさ                                               35.0% 

   ２位 黒大豆、山の芋などの農産物                                 18.8% 

   ３位 自然と人々の生活が織りなす良好な地域環境                    6.8%    

   ４位 人情こまやかな土地柄                                        1.7%     

 

 ２ 野中の将来像 

① 「野中の将来像」（問３）では「住民が自然に親しみながら生活できる地域など自然環境を生

かした地域づくり」を主に答えている。 

 上位の回答率となった項目 

  第１位 住民が自然に親しみながら生活できる地域               37.6% 

   ２位 都市的な利便性を備えた快適な生活環境が整った地域          21.4% 

   ３位 恵まれた自然などの地域の特性を生かした都市部との交流地域   12.0% 

    ４位 農業と他の産業とのバランスのとれた地域           10.3% 

しかし、ベッドタウン的な指向は全体の 7.7％にとどまっている。 

 

  ② 定住指向では、「現在のところに住み続けたい」と考えている人は約 64％に達しており、定

住指向は高く、「住み続けたくない」は約４％。「どちらともいえない」は約 21％となってい

る。定住指向及び転居指向と野中の将来像との関連を見ると、定住・転居指向とも自然と親し

める生活イメージが高くなっている。 

 



 農林業とのバﾗﾝｽ 観光､交流が盛ん 都市的利便性を備えた ﾍﾞｯﾄﾞﾀｳﾝ 自然と親しめる生活

定住指向 9.4％ 6.0％ 10.3％ 6.8％ 26.5％ 

転居指向 0.9％ 5.1％ 10.3％ 0.9％ 11.1％ 

   ※ 転居指向には「どちらともいえない」「わからない」を含む。 

 

  ３ 野中の発展のために必要なこと             

  ① 「野中の発展のために必要な事柄」（問４）は、「野中の将来像」（問３）「現在の居住環

境」（問１）の回答で、不満となっている項目と連動している。例えば、「商業、文化、医療

施設など生活の利便性を高める施設の立地を求める」意向や「生活道路や下水道などの居住環

境の整備を求める」意向が全体の 55.6％を占めている。 

 上位の回答率となった項目 

  第１位 商業施設、文化施設医療施設などの生活の利便性を高める施設の誘致  35.9% 

     ２位 生活道路や下水道などの居住環境の整備              19.7%  

   ３位 地域の自然や歴史、伝統を生かした集落づくり           16.2% 

 

  ② 野中の将来像（発展イメージ）との関連を見ると、指向する地域の将来像の考え方によって

必要だとする地域整備のイメージに次のような差異が見られる。 

   １．「自然と親しみながら生活できる地域」「農林業と他の産業とのバランスのとれた地域」

を指向する人はともに、居住環境整備を望む割合が高く、産業誘致開発の割合は比較的低い。 

   ２．「都市的な利便性を備えた地域」「ベッドタウン的な地域」を指向する人は、ともに産業

誘致開発を望む割合が相対的に高い。しかし、前者は生活利便施設整備に重点を置いている

のに対して、後者ではその比率が低い。 

 居住環境整備 利便施設整備 観光施設整備 産業誘致開発

農業と他の産業とのバﾗﾝｽのとれた地域 6.8％ 0.9％ 1.7％ 0.0％ 

観光や都市部との交流が盛んな地域 4.3％ 5.1％ 0.0％ 1.7％ 

都市的な利便性を備えた地域 5.1％ 12.0％ 0.0％ 2.6％ 

ベｯドﾀｳﾝ的な地域 3.4％ 3.4％ 0.9％ 0.0％ 

自然と親しみながら生活できる地域 19.7％ 13.7％ 1.7％ 0.0％ 

    ※居住環境整備には、「地域の自然や歴史を生かす」及び「新たな宅地の開発」を含む。 

       産業誘致開発には、「高速道路網の整備」を含む。 

 

  ４ 開発の必要性 

  ① 野中地区での開発の必要性については、住民の約 51％が「ある程度の開発は行う必要がある」

としている。しかし、「新たな開発を行う必要はない」とする意向が約 27％を占めている。 

 上位の回答率となった項目 

   第１位 ある程度の開発は行う必要がある。                51.3% 

      ２位 新たな開発を行う必要がない                        26.5% 

    ３位 積極的に開発を進める必要がある。                 10.3% 

 

 



Ⅲ．開発のあり方 

 

 １ 開発と自然のあり方 

  ① 「開発と自然との関係」では豊かな自然を損なわないように、自然との調和に十分配慮した

計画とすべきとする人が約 53％を占めている。 

 上位の回答率となった項目 

   第１位 自然を損なわないよう自然との調和に十分配慮して行う      53.0% 

      ２位 豊かな自然を守るため、開発は最小限に押さえるべき       26.5% 

    ３位 開発によって自然はある程度損なわれても仕方がない    10.3% 

 

② 開発の必要性の認識との関連を見ると積極的な開発を必要とする人も含めて、大多数が自然

との調和を重視する立場をとっている。なかでも積極的な開発を必要とする人では、自然の改

変容認する割合がやや高いものの多くは自然との調和に十分な配慮が必要であるとしている。 

 自然保装開発抑制 自然との調和に配慮 自然の改変は止むを得ない

積極的な開発が必要 0.9％ 3.4％ 6.0％ 

ある程度の開発は必要 6.0％ 40.2％ 4.3％ 

開発の必要性は低い 18.8％ 5.1％ 0.0％ 

 

  ２ 開発に関して地域環境の配慮が必要な場所 

   「野中の環境のよさを守るために必要な場所」では、全体的に意見が分かれているが集落や農

地といった生活に直接かかわる場所をあげる人が多い。 

 上位の回答率となった項目 

   第１位 既存集落内                                 24.8% 

    ２位 農地                                      21.4% 

    ３位 名所、旧跡や神社、仏閣の周辺              18.8% 

      ４位 県道の周辺                                 11.1% 

 

 ３ 開発の誘導方法 

① 「開発の誘導方法」では、「それぞれの場所にふさわしい開発が行われるように緑地の確保

や、造成方法など開発の仕方の制度を行う」べきとする意向が約 41％を占めている。 

また、「開発してもよいところと開発すべきでないところを決める」あるいは、「住宅、工

場、レクリェーション施設など建築物の種類別に建てられる場所を決める」というゾーニング

をすべきだとする人が約 24％を占めており、「開発を禁止するか、特別なもののみ許可する」

という考え方が約 18％を占めている。 

    いずれにしても「何もしなくてもよい」とする回答は約７％であり、ほとんどの人が何らか

のコントロールが必要と考えている。 

 上位の回答率となった項目 

   第１位 緑地の確保や造成方法など開発の仕方の制限を行う            41.0% 

    ２位 全面的に開発を禁止し、町や野中が認めた開発のみ進める    17.9% 

    ３位 開発してよいところと開発すべきでないところを決める       15.4% 

    ４位 住宅、工場など建物の種類別に建てられる場所を決める         8.5% 



 

② 開発の必要性の認識との関連から見ると「積極的な開発が必要とする」場合であっても、「あ

る程度の開発は必要とする」場合であっても、「開発の仕方を制限すべきである」との考え方

が過半数を占めている。 

 特別の許可 ゾーニング 仕方の制限 用途の制限 高さ色の制限

積極的な開発が必要 0.9％ 1.7％ 2.6％ 2.6％ 0.0％ 

ある程度の開発は必要 5.1％ 9.4％ 27.4％ 4.3％ 0.9％ 

開発の必要性は低い 11.1％ 3.4％ 7.7％ 1.7％ 0.9％ 

 

 ４ 地域のよさを守るための住民の取り組み 

  ① 「地域のよさを守るためにあなたは何をしますか」（問９）では、地域づくりへの参加と土

地の保全への意向が高いことがわかる。「何もしない」とする回答は 6.8％にとどまっている。 

 上位の回答率となった項目 

   第１位 町と一緒になって土地利用や開発のルールをつくる   23.1% 

    ２位 樹木や花を育てる                                17.9% 

     ３位 自然環境の保全などの地域づくり活動への参加      16.2% 

    ４位 土地利用や開発のルールがあればそれに従う        12.8% 

 

② 「開発の必要性」との認識との関連から見ると、開発を容認し円滑に進めていくための活動

に対するウェートに差異が見られる。 

 農地保全 土地不売却 ルール作成 ルール将来 自然保有参加 美化運動

積極的な開発が必要 0.0％ 0.9％ 3.4％ 3.4％ 0.0％ 2.6％ 

ある程度の開発は必要 0.9％ 0.9％ 12.8％ 8.5％ 9.4％ 10.3％

開発の必要性は低い 4.3％ 6.0％ 6.0％ 0.0％ 6.0％ 2.6％ 

 

Ⅳ．農地所有者の意向 

 

 １ 今後の営農意向 

  ① 「農地所有者の５年後の営農意向」（問１３）では「今のまま続ける」という意向は 38.3％

で、「規模拡大」という意向は 2.9％、「農地として（貸す場合を含む）保有する」という意向

は 23.5％となっており、今後の営農意向は約 65％となっている。 

 上位の回答率となった項目 

   第１位 今のままで農業を続ける                         38.3% 

    ２位 農地として持っている（貸す場合を含む）         23.5% 

    ３位 農業以外の土地利用（売却及び貸す場合を含む。） 20.6% 

 

    ② 開発の必要性との認識との関連を見ると、開発意向の強い人ほど営農意向が低く、当然のご

とく農地転用の意向が高くなっている。 

 

 現状のまま営農 農地として保有 農業以外に利用 



積極的な開発が必要 2.9％ 0.0％ 5.9％ 

ある程度の開発は必要 23.5％ 8.8％ 14.7％ 

開発の必要性は低い 14.7％ 11.8％ 0.0％ 

   ※現状のまま営農については「規模を拡大して農業を続ける」を含む 

 

  ２ 農地の売却等の意向                        

  ① 「隣接農地が開発されることとなった場合の対処方法」（問１２）では、手放す意向（条件

とか貸す場合を含む。）が約 47％を占めている。 

 上位の回答率となった項目 

   第１位 条件が合えば手放す                     38.3% 

    ２位 手放さない                             35.3% 

    ３位 売らずに貸す                            8.8% 

 

  ② 開発と自然との関係に対する認識との関連（問６）から見ると、「自然保護」、「開発抑制」

の立場をとる人は、手放さない割合が約 18％と他に比べると高く、一方「自然はある程度損な

われても仕方がない」とする立場をとる人は、手放す割合が９％と高い。 

 手放す 売らずに貸す 手放さない 

自然保護、開発抑制 5.9％ 2.9％ 17.6％ 

自然との調和に配慮 20.6％ 5.9％ 14.7％ 

自然改変はやむを得ない 8.8％ 0.0％ 0.0％ 

 




